
山口県地域両立支援推進チームアクションプラン 

 

令和４年３月決定 

 

１ これまでの取組と現状、課題 

 山口県地域両立支援推進チーム（以下「推進チーム」という。）は、平成 29 年９月 14

日に発足して以来、令和２年度に至るまで合計４回開催し、この間、「治療と仕事の両立

支援連絡帳」の作成・配布等の取組を行ってきたところである。 

 しかしながら、山口産業保健総合支援センターが令和２年に実施した「治療と仕事の

両立支援に関するアンケート」によれば、「事業場における治療と仕事の両立支援のため

のガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）」に基づき両立支援に取り組んでいる」

とした事業場の割合は 12％という結果、また、「両立支援コーディネーター基礎研修の

受講させている事業場（規模 50 人以上）の割合は３％とさらに低いという結果であり、

県内の両立支援の取り組み実態は低調であることから、推進チームとしてなお一層積極

的に両立支援の周知啓発に取り組む必要がある。 

 このため、推進チームの取組について計画を定め、構成員の連携の下、具体的な取組

を推進することとする。 

 

２ 計画期間 

  令和４年度から令和８年度までの５か年 

 

３ 計画の目標 

  ５年間の目標は、次のとおりとする。 

（１）県内に広く両立支援の気運の醸成を図る。 

（２）両立支援を必要とする労働者の働きやすい環境整備を推進するため、ガイドライ

ン及び「企業・医療機関連携マニュアル」の県内企業、特に中小企業への浸透を図

る。 

（３）規模 50 人以上の事業場における「事業場における治療と仕事の両立支援のための

ガイドライン」の認知度を 100％とする。(令和２年度調査 81.6％) 

（４）県内の両立支援コーディネーター基礎研修の受講者数を 300 人とする。（令和２年

度末現在 104 人） 

（５）両立支援コーディネーターネットワーク組織の立ち上げ 

 

４ 具体的な取組（各年度の取組） 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

① 

 

（通年）好事

例の収集、各

種支援策の

周知 

 県内事業場

の取組事例

集の作成 

 県内事業場

の取組事例

集（改訂版）

の作成 



 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

② 

推進チーム

メンバーが

行うイベン

トを活用し

説明会等を

開催 

    

③ 

「治療と仕

事の両立支

援に関する

アンケート」

２回目の実

施 

   「治療と仕

事の両立支

援に関する

アンケート」

３回目の実

施 

④ 

両立支援コ

ーディネー

ター基礎研

修の受講勧

奨 

    

⑤ 

両立支援コ

ーディネー

ターを対象

とした事例

検討会の開

催（２月） 

    

⑥ 

「治療と仕

事の両立支

援連絡帳」の

印刷・配布 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山山口県地域両立支援推進チームは、治療と仕事の両立支援を効果的に進めるため、山口県内の関係団体がネットワーク

を構築し、既に行われている両立支援に係る取組を効果的に連携させ、両立支援の取組の推進を図ることを目的に設置さ

れたものです。 
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